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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

また、第２１期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第２１期の１株当たりの配当額には、記念配当（上場記念）250円を含んでおります。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

５．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

回次 第２０期中 第２１期中 第２２期中 第２０期 第２１期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) － 1,348,794 1,336,621 1,938,534 2,655,470 

経常利益 (千円) － 322,859 185,459 102,537 249,534 

中間（当期）純利益 (千円) － 181,930 110,885 59,269 127,452 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) － 300,000 486,300 120,000 486,300 

発行済株式総数 (株) － 6,240 7,740 2,400 7,740 

純資産額 (千円) － 824,140 1,229,756 284,610 1,139,158 

総資産額 (千円) － 12,254,703 11,835,695 10,347,524 12,268,275 

１株当たり純資産額 (円) － 132,073.74 158,883.24 118,587.50 147,178.14 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
(円) － 37,713.54 14,326.31 24,695.78 22,142.61 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 1,000 1,250 

自己資本比率 (％) － 6.7 10.4 2.8 9.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 1,479,581 22,279 219,897 1,787,712 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △1,681,137 △164,105 △863,710 △1,721,149 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 441,619 △203,814 759,224 364,851 

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
(千円) － 641,237 486,948 401,173 832,589 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 

(人) 
－ 

〔 －〕

248 

〔 55〕

268 

〔  60〕

180 

〔 55〕

255 

〔  58〕



６．当社は、平成18年９月１日付で株式１株につき２株の分割を行っております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

   当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）１ 従業員数は就業人員であり常用パートを含んでおります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数（１日８時間換算）であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 268〔60〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日）における我が国の経済状況は、企業収益の改善を背景

とした設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善や個人消費の増加傾向など、景気は回復基調で推移しました。しか

しながら、原油価格の高騰や米国経済動向に影響を受けた金融市場の不安定など、今後も景気の先行きには注視す

る必要があります。 

 有料老人ホーム業界におきましては、一部大手介護事業者の介護保険不正申請・請求による行政処分の結果、全

国規模の事業譲渡が行われ、サービスの継続や譲渡先決定の推移など世論を巻き込み問題化しました。また、業界

への新規参入が北海道内でも多く見られるようになり、市場競争の本格化傾向が見られます。 

 このような環境の中で、当社は全社をあげて平成18年７月に新規開設した光ハイツ・ヴェラス真駒内公園施設の

居室販売及び既存４施設の空室販売営業を推進するとともに、来るべき冬期間の暖房費用に関連したエネルギーコ

ストの高騰を予測して管理コスト低減に努めた結果、売上、利益共に業績予想を上回り、当中間会計期間の業績

は、売上高1,336,621千円（前年同期比0.9％減）、営業利益206,225千円（同44.6％減）、経常利益185,459千円

（同42.6％減）、中間純利益110,885千円（同39.1％減）となりました。なお、当中間会計期間の業績が前年同期

比を下回ったのは、前中間会計期間において新施設光ハイツ・ヴェラス真駒内公園の開設に伴い新規居室販売が集

中して計上されたことによるものです。 

  当社は、有料老人ホームの設置、運営、管理等のサービス提供という単一の事業を行っておりますので、事業部

門別の区分による記載は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は借入金の返済や法人税等の支出により

486,948千円（前年同期比24.1％減）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは22,279千円（同98.5％減）の資金収入となりま

した。その主な要因は入居金預り金・介護料預り金の減少と法人税等の支払いによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは164,105千円（同90.2％減）の資金支出となり

ました。その主な要因は投資有価証券の取得および有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは203,814千円の資金支出（前年同期は441,619千

円の収入）となりました。その主な要因は長期および短期借入金の返済による支出によるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  平成19年３月期
平成19年９月 

中間期 

自己資本比率（％） 9.3 10.4 

時価ベースの自己資本比率（％） 13.9 15.0 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 131.2 4,832.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 25.1 0.7 



（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表（中間貸借対照表）に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、有料老人ホームの設置、運営、管理等のサービス提供という単一の事業を行っており、事業部門の区別に

よる記載は行っておりません。 

(1）生産実績 

    該当事項はありません。 

(2）受注状況 

    該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別に対する販売実績は、いずれの相手先についても、販売実績の総販売実績に対する割合が100

分の10未満のため、記載を省略しております。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

有料老人ホーム事業 
販売高(千円) 前年同期比(％) 

1,336,621 △0.9 

  うち介護保険報酬 328,147 21.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について 

 当社は、平成19年５月29日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針（会社法施行規則第127条第1号）である「光ハイツ・ヴェラスと株主様との関係に関する方針」

（以下「HSR方針」といいます。）、並びにこの基本方針を実現するための特別の取組み（同条第２号イ）につい

て決定しております。 

(1) HSR方針の内容（要約） 

 公開会社である当社における「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」としての在り方は、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する者が望ましく、その判断は 終的には会社の株主様全体の

意思に基づき決定されるべきものであります。そのためには株主の皆様には十分に情報が提供された上で、その

適切な判断がなされる環境を当社が整えるべきであると考えております。 

 当社は、創業以来21年間にご入居者、株主、取引先、地域とともに培ってきた有料老人ホーム事業の経営、高

齢者支援サービスのノウハウを根幹とする「人生１００年の理想郷づくり＝真の長寿社会の実現」を目指す事業

活動を通じて、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に取り組んでおります。当社の持続的な成長のために

は、時代のニーズに応える新事業モデルを核とした新たな需要・市場創造への挑戦姿勢、「人に基軸をおいた経

営」の下での社員と経営陣の深い信頼関係、高齢者のニーズを熟知した上で「安心」と「満足」を提供できる

VARUSマインドといえる企業文化、並びに環境、地域、社会との共生や様々なステークホルダーとの信頼関係の

維持が極めて重要と考えます。すなわち、当社の企業価値は、当社が培ってきた有形無形の財産にこそ源泉があ

ると考えます。 

 当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる大量買付行為であるか否かについて、株主様が

その提案やそれに対する当社の現経営陣の経営方針等について十分な情報を得た上で、適切な判断を下すことを

好ましいと考えます。また、当社の企業価値・株主共同の利益に反するおそれのある大量買付や株主様による適

切な判断が困難な方法で大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でない

と考えます。 

(2) HSR方針を実現するための当社の取組み（要約） 

 当社は、当社から独立した構成メンバーからなる独立委員会が、情報収集とその検討及び株主様に対する情報

開示を行うことが適切であると判断し、そのための手続（以下「HSRルール」といいます。）を決定しておりま

す。 

① HSRルールの適用対象  

 HSRルールは、会社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、また

は、公開買付に関わる株券等の所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買

付に該当する行為又はその提案（以下、併せて「買付等」といいます。）がなされる場合に適用され、これら

買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）には、予めHSRルールに従っていただくこととし

ます。 

② 独立委員会  

 当社は、HSRルールに従った手続の進行にあたり買付者がHSR方針に照らして不適切な者でないか否かを客観

的に判断するための組織として、当社経営陣からの独立性の高い構成メンバーによる「独立委員会」を設置し

ます。独立委員会は、買付者等に対する事前の情報提供の要求、買付等の内容の検討・判断、買付等に対する

意見の表明等を行うことを予定しており、これにより当社大量買付行為に関する手続の客観性・合理性・透明

性を高めることを目的としています。 

 独立委員会は、買付者等から本必要情報が全て提出された場合、当社取締役会に対しても、独立委員会が定

める期間内に買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と

認める情報を提示するよう要求することができます。 

 独立委員会は、買付者等から必要情報が提出された事実、及び、その他の情報のうち独立委員会が適切と判

断する事項について、独立委員会が適切と判断する時点で、株主の皆様に対する情報開示を行います。 

 独立委員会は、所定の検討期間(原則２カ月間)を経た上、買付者等による買付等が不適切な買付等に係る要

件のいずれかに該当するか否かについて判断するものとし、その結果、及びその理由その他当該買付等に関す

る株主の判断に資すると判断する情報を、株主の皆様に対し情報開示するものとします。 

 なお、当社は独立委員会規則を決定しており、委員の任期は1年としております。 



③ HSRルールの改廃等 

  HSRルールは、平成19年６月１日より発効することとし、有効期間は３年間とします。但し、当社は、有効

期間中であっても、HSRルールについて随時再検討を行い見直すことがあります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,960 

計 30,960 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 7,740 7,740 
札幌証券取引所 

（アンビシャス市場） 

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式 

計 7,740 7,740 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 7,740 － 486,300 － 366,300 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 株式会社加ト吉と栄和綜合リース株式会社は、共同保有者であります。 

２ 株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルは、平成19年10月10日付で社名を株式会社ＴＺＣＳに変更しております。

３ アムス・インターナショナル株式会社から、平成19年10月16日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同

日現在で607株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、アムス・インターナショナル株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者     アムス・インターナショナル株式会社 

   住所        東京都豊島区東池袋１丁目15-12 アムスビル 

   所有株券等の数   株式 607株 

   株券等保有割合   7.84％ 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社メデカジャパン 埼玉県鴻巣市天神３丁目673 2,322 30.00 

株式会社保健科学研究所 横浜市保土ヶ谷区神戸町106 925 11.95 

株式会社加ト吉 香川県観音寺市坂本町５丁目18-37 680 8.79 

アムス・インターナショナル
株式会社 

東京都豊島区東池袋１丁目15-12 567 7.33 

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピ
タル 

東京都中央区日本橋室町３-２-15 518 6.69 

安田 隆夫 東京都港区 279 3.60 

株式会社グンエイ 群馬県太田市福沢町161番地７ 170 2.20 

加藤義和株式会社 香川県観音寺市坂本町５丁目17-17 160 2.07 

株式会社グローバルフードサ
ービス 

香川県観音寺市中田井町７番地-1 160 2.07 

栄和綜合リース株式会社 香川県観音寺市坂本町５丁目18-37 160 2.07 

計 － 5,941 76.76 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャス市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,740 7,740 － 

発行済株式総数 7,740 － － 

総株主の議決権 － 7,740 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 225,000 224,000 225,000 240,000 240,000 240,000 

最低（円） 218,000 210,000 218,000 225,000 226,000 228,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

(１) 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間財務諸表については、監査法人つばきにより中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年１月９日提出の有価証券届出書に添付されたものに

よっております。 

(２) 当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 前中間会計期間 監査法人つばき 

 当中間会計期間 あずさ監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   690,446   516,967 888,998   

２．営業未収入金   203,976   185,318 174,585   

３．棚卸資産   2,188   1,490 1,454   

４．前払費用   2,307   10,869 21,568   

５．繰延税金資産   30,513   31,057 22,403   

６．短期貸付金   －   50,000 －   

７．その他   128,305   3,864 32,220   

流動資産合計     1,057,737 8.6 799,568 6.8   1,141,232 9.3

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物 ※２ 8,130,419   7,791,170 7,929,834   

２．構築物   128,793   201,870 200,932   

３．工具器具及び備
品 

  200,537   201,556 218,226   

４．土地 ※２ 2,450,070   2,450,070 2,450,070   

５．その他   4,531   1,132 4,195   

有形固定資産合計   10,914,351   10,645,799 10,803,259   

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア   55,057   38,549 46,803   

２．その他   7,125   6,725 7,125   

   無形固定資産合計   62,183   45,275 53,929   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   －   100,500 45,900   

２．関係会社株式   －   3,476 3,817   

３．出資金   304   30,304 30,304   

４．長期前払費用   141,469   99,452 119,133   

５．繰延税金資産   51,695   78,023 69,738   

６．長期性預金   －   32,400 －   

７．その他   26,962   896 961   

   投資その他の資産
合計 

  220,431   345,052 269,854   

固定資産合計     11,196,966 91.4 11,036,127 93.2   11,127,043 90.7

資産合計     12,254,703 100.0 11,835,695 100.0   12,268,275 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   12,265   11,636 12,343   

２．短期借入金 ※２ 324,000   306,500 292,000   

３．一年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 1,127,024   869,306 719,314   

４．未払金   89,543   148,549 241,348   

５．未払費用   26,805   33,410 35,641   

６．未払法人税等   148,043   94,555 107,973   

７．前受金   114,111   34,198 98,881   

８．入居金預り金   794,450   946,111 857,769   

９．介護料預り金   68,167   75,049 72,818   

10．前受収益   1,350   1,444 1,369   

11．賞与引当金   47,059   58,299 30,247   

12．その他 ※４ 13,455   34,948 20,514   

流動負債合計     2,766,277 22.6 2,614,010 22.1   2,490,222 20.3

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 1,322,640   977,682 1,334,342   

２．長期入居金預り金   6,545,789   6,177,479 6,469,138   

３．長期介護料預り金   648,200   636,008 650,073   

４．退職給付引当金   27,079   33,006 29,232   

５．修繕引当金   88,986   132,097 123,631   

６．役員退職慰労引当
金 

  11,296   20,620 15,468   

７．その他   20,293   15,035 17,007   

固定負債合計     8,664,285 70.7 7,991,929 67.5   8,638,894 70.4

負債合計     11,430,563 93.3 10,605,939 89.6   11,129,116 90.7

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     300,000 2.4 486,300 4.1   486,300 4.0

２．資本剰余金           

  資本準備金   180,000   366,300 366,300   

資本剰余金合計     180,000 1.5 366,300 3.1   366,300 3.0

３．利益剰余金           

(1) 利益準備金   1,920   2,887 1,920   

(2) その他利益剰余
金 

          

別途積立金   154,000   274,000 154,000   

繰越利益剰余金   188,220   113,986 133,742   

利益剰余金合計     344,140 2.8 390,873 3.3   289,662 2.3

株主資本合計     824,140 6.7 1,243,473 10.5   1,142,262 9.3

Ⅱ 評価・換算差額等             

その他有価証券評
価差額金 

    －  - △13,717 △0.1   △3,104 △0.0

評価・換算差額等合
計 

    －  - △13,717 △0.1   △3,104 △0.0

純資産合計     824,140 6.7 1,229,756 10.4   1,139,158 9.3

負債純資産合計     12,254,703 100.0 11,835,695 100.0   12,268,275 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,348,794 100.0 1,336,621 100.0   2,655,470 100.0 

Ⅱ 売上原価     835,356 61.9 960,638 71.9   1,953,082 73.5

売上総利益     513,438 38.1 375,982 28.1   702,388 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    141,080 10.5 169,757 12.7   386,201 14.6

営業利益     372,357 27.6 206,225 15.4   316,187 11.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   18,079 1.3 34,999 2.6   40,300 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   67,577 5.0 55,766 4.1   106,952 4.0

経常利益     322,859 23.9 185,459 13.9   249,534 9.4

Ⅵ 特別利益 ※３   1,913 0.2 －   10,165 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４   17,218 1.3 533 0.1   32,132 1.2

税引前中間（当
期）純利益 

    307,554 22.8 184,926 13.8   227,567 8.6

法人税、住民税及
び事業税 

  144,294   90,978 128,717   

法人税等調整額   △18,669 125,624 9.3 △16,937 74,040 5.5 △28,602 100,114 3.8

中間（当期）純利
益 

    181,930 13.5 110,885 8.3   127,452 4.8

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日残高（千円） 120,000 － 1,680 44,000 118,930 164,610 284,610 284,610 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 180,000 180,000   360,000 360,000 

別途積立金の積立(注）     110,000 △110,000 － － － 

剰余金の配当（注）     240 △2,640 △2,400 △2,400 △2,400 

中間純利益     181,930 181,930 181,930 181,930 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

180,000 180,000 240 110,000 69,290 179,530 539,530 539,530 

平成18年９月30日残高（千円） 300,000 180,000 1,920 154,000 188,220 344,140 824,140 824,140 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成19年３月31日残高（千円） 486,300 366,300 1,920 154,000 133,742 289,662 1,142,262

中間会計期間中の変動額     

別途積立金の積立   120,000 △120,000 － －

剰余金の配当   967 △10,642 △9,675 △9,675

中間純利益   110,885 110,885 110,885

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）  

    

中間会計期間中の変動額合計 
 （千円） 

－ － 967 120,000 △19,756 101,210 101,210

平成19年９月30日残高（千円） 486,300 366,300 2,887 274,000 113,986 390,873 1,243,473

  

 評価・換算差 
 額等  

  

その他有価証
券評価差額金 

 純資産合計 

 
 

平成19年３月31日 残高 △3,104 1,139,158

中間会計期間中の変動額   

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △9,675

中間純利益   110,885

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）  

△10,613 △10,613

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△10,613 90,597

平成19年９月30日残高（千円） △13,717 1,229,756



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 120,000 － 1,680 44,000 118,930 164,610 284,610

事業年度中の変動額     

新株の発行 366,300 366,300   732,600

別途積立金の積立（注）   110,000 △110,000 － －

剰余金の配当（注）   240 △2,640 △2,400 △2,400

当期純利益   127,452 127,452 127,452

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）  

    

事業年度中の変動額合計 
 （千円） 

366,300 366,300 240 110,000 14,812 125,052 857,652

平成19年３月31日 残高（千円） 486,300 366,300 1,920 154,000 133,742 289,662 1,142,262

  

 評価・換算差 
 額等  

  

その他有価証
券評価差額金 

 純資産合計 

 
 

平成18年３月31日 残高（千円） － 284,610

事業年度中の変動額   

新株の発行   732,600

別途積立金の積立（注）   －

剰余金の配当（注）   △2,400

当期純利益   127,452

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）  

△3,104 △3,104

事業年度中の変動額合計 
 （千円） 

△3,104 854,548

平成19年３月31日 残高（千円） △3,104 1,139,158



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益   307,554 184,926 227,567 

減価償却費   149,661 174,278 324,409 

長期前払費用償却等   △65,075 19,802 23,035 

賞与引当金の増加額   21,951 28,052 5,139 

修繕引当金の増加額   6,108 8,466 40,753 

役員退職慰労引当金の増減額
（△は減少） 

  △3,414 5,151 757 

退職給付引当金の増加額   2,373 3,773 4,527 

受取利息及び配当金   △225 △1,086 △572 

支払利息   38,050 31,253 73,512 

有形固定資産売却益   △17 － △17 

有形固定資産除却損   17,218 533 17,272 

過年度損益修正益   － － △8,251 

売上債権の増減額（△は増
加） 

  △23,124 △10,733 6,266 

たな卸資産の増減額（△は増
加） 

  △631 △35 101 

仕入債務の増減額 
（△は減少） 

  386 △707 465 

入居金預り金・介護料預り金
の増減額（△は減少） 

  1,316,837 △215,151 1,310,030 

未払金の増減額 
（△は減少） 

  △247 △59,243 120,052 

未払消費税等の増減額 
（△は減少） 

  △22,107 17,398 △22,107 

前受金の増減額 
（△は減少） 

  △171,564 △64,682 △186,794 

その他   △25,494 34,877 △20,913 

小計   1,548,240 156,872 1,915,232 

利息及び配当金の受取額   225 1,086 572 

利息の支払額   △37,828 △32,543 △71,328 

法人税等の支払額   △31,055 △103,135 △56,764 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  1,479,581 22,279 1,787,712 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の預入による支出   △7,209 △36,019 △14,409 

定期預金の払戻しによる収
入  

  － 30,009 － 

有形固定資産の取得による支
出 

  △1,673,448 △43,223 △1,709,688 

有形固定資産の売却による収
入 

  － － 86,750 

無形固定資産の取得による支
出 

  △480 － △980 

貸付による支出   － △50,000 － 

出資金の払込による支出   － － △200,000 

出資金の譲渡による収入   － － 170,000 

投資有価証券の取得による支
出 

  － △64,872 △52,821 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △1,681,137 △164,105 △1,721,149 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入れによる収入   － 100,000 108,000 

短期借入金の返済による支出   △25,000 △85,500 △165,000 

長期借入れによる収入   429,000 150,000 869,000 

長期借入金の返済による支出   △339,040 △356,668 △1,175,048 

株式の発行による収入   360,000 － 732,600 

配当金の支払額   △2,400 △9,675 △2,400 

設備未払金の増加額   19,059 － － 

割賦債務の支払による支出   － △1,971 △2,300 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  441,619 △203,814 364,851 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   240,063 △345,640 431,415 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   401,173 832,589 401,173 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 

※ 641,237 486,948 832,589 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法  

－ その他有価証券 

時価のあるもの 

 当中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 事業年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

 同左 

デリバティブ 

 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1）商品 

 移動平均法による原価法であ

ります。 

 (1）商品 

 同左 

 (1）商品 

 同左 

  

  

(2）貯蔵品 

 終仕入原価法であります。 

(2）貯蔵品 

 同左 

(2）貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       ２年～50年 

構築物      ２年～50年 

車両運搬具    ２年～10年 

工具器具及び備品 ２年～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 

  

(1）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、当中間会計期間末に在籍し

ている従業員に対する支給見込

額のうち、当中間会計期間に属

する金額を計上しております。 

(1）賞与引当金 

同左 

(1）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、当期末に在籍している従業

員に対する支給見込額のうち当

期に属する金額を計上しており

ます。 

  

  

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込みに基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込みに基づき、当期末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  

  

(3）修繕引当金 

 将来の大型修繕に備えるた

め、修繕費用の見積額に基づ

き、当中間会計期間に負担すべ

き金額を費用計上しておりま

す。 

(3）修繕引当金 

同左 

(3）修繕引当金 

 将来の大型修繕に備えるた

め、修繕費用の見積額に基づ

き、当期に負担すべき金額を費

用計上しております。 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６．収益及び費用の計上基準  利用権方式による入居一時金及

び介護等一時金の収益計上基準

は、入居契約書に従い、入居時に

一定割合を収益計上し、残額を返

還する期間の定めに応じて収益計

上しております。 

 入居契約における入居一時金償

却率及び返還対象期間は、以下の

とおりであります。 

 利用権方式による入居一時金及

び介護等一時金の収益計上基準

は、入居契約書に従い、入居時に

一定割合を収益計上し、残額を返

還する期間の定めに応じて収益計

上しております。 

 入居契約における入居一時金償

却率及び返還対象期間は、以下の

とおりであります。 

 利用権方式による入居一時金及

び介護等一時金の収益計上基準

は、入居契約書に従い、入居時に

一定割合を収益計上し、残額を返

還する期間の定めに応じて収益計

上しております。 

 入居契約における入居一時金償

却率及び返還対象期間は、以下の

とおりであります。 

  入居時償却率 15％ 入居時償却率 5～15％ 入居時償却率 5～15％ 

  一般棟（※１） 

 返還対象期間 ７年～13年 

一般棟（※１） 

 返還対象期間 ７年～15年 

一般棟（※１） 

 返還対象期間 ７年～15年 

  介護専用棟（※２） 

 返還対象期間 ３年～５年 

介護専用棟（※２） 

 返還対象期間 ３年～７年 

介護専用棟（※２） 

 返還対象期間 ３年～５年 

  ※１ 一般棟とは、入居時に介

護を必要としない入居者

の居住棟 

※１ 一般棟とは、入居時に介

護を必要としない入居者

の居住棟 

※１ 一般棟とは、入居時に介

護を必要としない入居者

の居住棟 

  ※２ 介護専用棟とは、日常的

に介護を必要とする入居

者の居住棟 

※２ 介護専用棟とは、日常的

に介護を必要とする入居

者の居住棟 

※２ 介護専用棟とは、日常的

に介護を必要とする入居

者の居住棟 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

８．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理用件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段) (ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。また、為替予約の締

結時に、リスク管理方針に従っ

て、米貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為替

相場の変動による相関関係は完

全に確保されているので決算日

における有効性の評価を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ローの変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フローの変動の

累計とを比率分析する方法によ

り行っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金・要求払預金及び取得

日から３カ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

10．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）老人ホーム施設開発に係わる

金利の会計処理 

 大型老人ホーム施設開発につ

いては、正常な開発期間中の支

払利息を取得原価に算入してお

ります。 

(1）老人ホーム施設開発に係わる

金利の会計処理 

 大型老人ホーム施設開発につ

いては、正常な開発期間中の支

払利息を取得原価に算入してお

ります。なお、当中間会計期間

において取得原価に算入した支

払利息はありません。 

(1）老人ホーム施設開発に係わる

金利の会計処理 

 大型老人ホーム施設開発につ

いては、正常な開発期間中の支

払利息を取得原価に算入してお

ります。なお、当事業年度にお

いて取得原価に算入した支払利

息は14,076千円であります。 

  

  

(2) 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理方法は、

税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等につ

いては、中間会計期間の費用と

して処理しております。ただ

し、固定資産に係る控除対象外

消費税等は長期前払費用に計上

し、法人税法の規定により償却

をおこなっております。 

(2) 消費税等の会計処理方法 

同左 

(2) 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理方法は、

税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生事業年度の期間費

用として処理しております。た

だし、固定資産に係る控除対象

外消費税等は長期前払費用に計

上し、法人税法の規定により償

却をおこなっております。 



会計処理の変更 

   追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は824,140千円であります。 

 － （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

1,139,158千円であり、純資産の部の合計金額

と同額であります。  

 －  （減価償却の方法） 

  法人税法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律 平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を改正する

法令 平成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。これに伴う

営業利益、経常利益、税引前中間純利益への

影響は軽微であります。 

 － 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 －  当中間会計期間より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産で改正前の法人税法に基づき償却可能

限度額まで償却した資産について、その残存

簿価を償却可能限度額に達した事業年度の翌

事業年度以後５年間で備忘価格まで均等償却

を行う方法によっております。これに伴う影

響は軽微であります。 

 － 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,400,602千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,712,526千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,557,817千円 

※２ 担保資産 

このうち施設開発資金借入金（長期借

入金1,322,640千円、一年以内返済予

定の長期借入金1,127,024千円、短期

借入金324,000千円）の担保として供

しているものは、次の通りでありま

す。 

※２ 担保資産 

このうち施設開発資金借入金（長期借

入金977,682千円、一年以内返済予定

の長期借入金869,306千円、短期借入

金306,500千円）の担保として供して

いるものは、次の通りであります。 

※２ 担保資産 

このうち施設開発資金借入金（長期借

入金1,334,342千円、一年以内返済予

定の長期借入金719,314千円、短期借

入金292,000千円）の担保として供し

ているものは、次の通りであります。 

建物 6,586,461千円

土地 2,449,757千円

計 9,036,218千円

建物 6,378,611千円

土地 2,449,757千円

計 8,828,368千円

建物 6,450,026千円

土地 2,449,757千円

計 8,899,783千円

３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

あおぞら銀行等と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約をしておりま

す。 

当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入

金未実行残高等は次の通りでありま

す。 

３       同左 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

あおぞら銀行等と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約をしておりま

す。 

当事業年度末における当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入金未

実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極限額及び貸出コミットメン

トの総額 

  1,700,000千円

貸出実行残高 1,700,000千円

差引額 －円

  当座貸越極限額及び貸出コミットメン

トの総額 

  1,700,000千円

貸出実行残高 1,700,000千円

差引額 －円

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表

示しております。 

※４       同左 ※４        － 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 213千円

受取配当金 12千円

受取手数料 2,149千円

賃貸収入 5,969千円

受取利息 714千円

受取配当金 372千円

受取手数料 2,463千円

賃貸収入 8,345千円

受取利息 560千円

受取配当金 12千円

受取手数料 4,169千円

賃貸収入 13,901千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 38,050千円

支払手数料 1,500千円

長期前払費用償却等 27,022千円

支払利息 31,253千円

支払手数料 1,500千円

長期前払費用償却等 19,802千円

支払利息 73,512千円

支払手数料 9,064千円

長期前払費用償却等 23,035千円

※３ 特別利益の内容 ※３        － ※３ 特別利益の内容 

固定資産売却益 
(車両運搬

具） 
17千円

役員退職慰労引当金戻入益 1,895千円

計 1,913千円

  過年度損益修正益(減価償

却費) 
8,251千円

固定資産売却益(車両運搬

具) 
17千円

役員退職慰労引当金戻入益 1,895千円

計 10,165千円

※４ 特別損失の内容 ※４ 特別損失の内容 ※４ 特別損失の内容 

固定資産除却損 （建物） 16,637千円

〃 
（車両運搬

具） 
10千円

〃 
（工具器具

及び備品） 
571千円

計   17,218千円

固定資産除却損（工具器具

及び備品）
533千円

計   533千円

過年度損益修正損(売上

高・長期前払費用償却等) 
14,860千円

固定資産除却損(建物・車

両運搬具・器具及び備品) 
17,272千円

計 32,132千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 143,206千円

無形固定資産 6,454千円

有形固定資産 166,024千円

無形固定資産 8,253千円

有形固定資産 309,700千円

無形固定資産 14,708千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

株式分割（１：２）による増加 2,400株 

有償第三者割当による増加   1,440株 

２．配当に関する事項 

 配当金支払額 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数 
（株） 

当中間会計期間減
少株式数 
（株） 

当中間会計期間末
株式数 
（株） 

発行済株式         

普通株式 2,400 3,840 － 6,240 

合計 2,400 3,840 － 6,240 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 2,400 1,000 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数 
（株） 

当中間会計期間減
少株式数 
（株） 

当中間会計期間末
株式数 
（株） 

発行済株式         

普通株式 7,740 － － 7,740 

合計 7,740 － － 7,740 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 9,675 1,250 平成19年３月31日 平成19年６月28日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

株式分割（１：２）による増加 2,400株 

有償第三者割当による増加   1,440株 

新株式の発行による増加    1,500株 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 （注）平成18年９月１日付で株式１株を２株に分割しております。この株式分割が前期首に行われたものとして算出し 

    た場合の１株当たり配当金は500円であります。  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式         

普通株式 2,400 5,340 － 7,740 

合計 2,400 5,340 － 7,740 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 2,400 1,000 平成18年３月31日 平成18年６月23日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 9,675  利益剰余金 1,250 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 690,446千円

   

預入期間３カ月超の定期預金 △49,209千円

   

現金及び現金同等物 641,237千円

現金及び預金 516,967千円

   

預入期間３カ月超の定期預金 △30,019千円

   

現金及び現金同等物 486,948千円

現金及び預金 888,998千円

   

預入期間３カ月超の定期預金 △56,409千円

   

現金及び現金同等物 832,589千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及び
装置 

101,164 32,492 68,671 

工具器具
及び備品 

327,317 72,232 255,085 

合計 428,481 104,724 323,756 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び
装置 

79,372 40,922 38,450

工具器具
及び備品 

324,004 125,154 198,850

合計 403,377 166,076 237,300

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び
装置 

79,372 33,889 45,483

工具器具
及び備品 

309,187 94,106 215,081

合計 388,560 127,995 260,564

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 77,083千円

１年超 257,531千円

合計 334,615千円

１年以内 69,400千円

１年超 175,564千円

合計 244,964千円

１年以内 68,942千円

１年超 197,501千円

合計 266,443千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 28,593千円

減価償却費相当額 25,804千円

支払利息相当額 3,580千円

支払リース料 45,060千円

減価償却費相当額 40,030千円

支払利息相当額 6,926千円

支払リース料 64,472千円

減価償却費相当額 57,915千円

支払利息相当額 9,325千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 6,860千円

１年超 25,581千円

合計 32,441千円

１年以内 11,666千円

１年超 22,249千円

合計 33,916千円

１年以内 10,117千円

１年超 24,773千円

合計 34,890千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 前中間会計期間において、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 前中間会計期間においてデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 前中間会計期間において付与しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当中間会計期間において付与しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 57,693 43,976 △13,717 

合計  57,693 43,976 △13,717 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

 その他有価証券  

  非上場株式 60,000 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 52,821 49,717 △3,104 

合計 52,821 49,717 △3,104 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況   

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 500,000 1,319 1,319 

合計 500,000 1,319 1,319 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況   

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

金利 スワップ取引 500,000 582 582 

合計 500,000 582 582 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 前中間会計期間において関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当中間会計期間において関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 前事業年度において関連会社を有していないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります 

     ２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 132,073円74銭

１株当たり中間純利

益金額 
37,713円54銭

１株当たり純資産額 158,883円24銭

１株当たり中間純利

益金額 
14,326円31銭

１株当たり純資産額 147,178円14銭

１株当たり当期純利

益金額 
22,142円61銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 また、当社は平成18年９月１日付

で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。この株式分割

が前期首に行われたものとして算出

した場合の前事業年度１株当たりの

純資産額は59,293円75銭、前事業年

度１株当たり当期純利益は12,347円

89銭であります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 当社は、平成18年９月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 59,293円75銭

１株当たり当期純利益

金額 
12,347円89銭

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 824,140 1,229,756 1,139,158 

純資産の部から控除する金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
824,140 1,229,756 1,139,158 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

6,240 7,740 7,740 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 181,930 110,885 127,452 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
181,930 110,885 127,452 

期中平均株式数（株） 4,824 7,740 5,756 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

－ －  － 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第21期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日北海道財務局長に提

出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年８月24日北海道財務局長に提出。 

 事業年度（第21期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月28日 

株式会社 光ハイツ・ヴェラス  

  取締役会 御中      

  監査法人つばき  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 徳富 良雄  印 

 
指定社員  

業務執行社員 
  公認会計士 黒崎 正敏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社光ハイツ・ヴェラスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第21期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社光ハイツ・ヴェラスの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書

提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月10日 

株式会社 光ハイツ・ヴェラス  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 高規  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺嶋 典裕  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社光ハイツ・ヴェラスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第22期事業年度の中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社光ハイツ・ヴェラスの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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